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母親の精神不調による子育て生活の危機を
支えるファミリーソーシャルワークの検討

－「心中による虐待死」事例における

児童相談所及び福祉事務所の関与状況の分析から－

日本女子大学 学術研究員

西岡弥生

本研究の調査は「平成26年度科学研究費助成事業(学術研究助成基金助成金)基盤研究(C)課題番号
26830797研究代表者：石川瞭子」の助成を受け実施したものです。
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Ⅰ．研究の背景－1

2

(１) 児童は、適切な養育を受け、健やかな成長・発達や自立を保障
され権利があることを明確化する。

児童福祉法の理念の明確化等(厚生労働省2016)

★子どもの育ちを共有することで地域社会に子育ての機能をもたせる(林2013 )

★在宅か親子分離かという二分法で思考せざるを得ない状況からの脱却

(２)国・地方公共団体は、保護者を支援するとともに、家庭と同様
の環境における児童の養育を推進するものとする。

子育ての社会化
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Ⅰ．研究の背景－２
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図1．「心中による虐待死」死亡児童数の人口比率の推移

(国立社会保障・人口問題研究所2015；川﨑ら2012；滝内大三 1972；石川英夫1984；加藤悦子・安藤明夫

2001；阿部千春 2010；警察庁生活安全局少年課 2015；厚生労働省 2015bのデータを基に筆者作成)

一定の割合で連綿と続く「心中による虐待死」

【先行研究】
・大原健士郎(1973)
・稲村博(1977)
・川﨑二三彦ら(2012,2013,2014)

【報告書】
・厚生労働省(2005～)
・地方自治体検証報告書(2008～)
・警察庁生活安全局少年課(2014～)
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表2．男女別自殺者数並び「心中による虐待死」死亡児童数の増減率(前年比)

(内閣府2014b；加藤悦子・安藤明夫2001；阿部千春2010；警察庁生活安全局少年課2015；

厚生労働省2015bのデータを基に筆者作成)

「心中による虐待死」の加害者の状況

(１)「心中による虐待死」の主たる加害者

・第2次報告～第13次報告：総数の69.8％は実母

・第13次報告 ：90.6％は実母

(２)「心中による虐待死」と自殺問題

・死亡児童数の増減率 連動 女性自殺者数増減率

・女性の精神的な危機状況が「心中による虐待死」に深く関連している

西暦(年)　
「心中による虐待死」

死亡児童数増減率

男性自殺者数

増減率

増減の

一致

女性自殺者数

増減率

増減の

一致

1996 1.286 1.035 ○ 1.018 ○

1997 0.978 1.067 × 1.034 ×

1998 1.636 1.402 ○ 1.235 ○

1999 0.861 1.022 × 0.968 ○

2000 0.903 0.967 ○ 0.653 ○

2001 0.804 0.974 ○ 0.964 ○

2002 1.289 1.042 ○ 1.018 ○

2003 1.017 1.082 ○ 1.044 ○

2004 0.695 0.932 ○ 0.957 ○

2005 0.707 1.012 × 0.995 ○

2006 2.241 0.969 × 1.037 ○

2007 0.985 1.029 × 1.029 ×

2008 0.953 0.972 ○ 0.98 ○

2009 0.639 1.028 × 0.995 ○

2010 1.205 0.949 × 1.004 ○

2011 0.872 0.94 ○ 1.031 ×

2012 0.951 0.92 ○ 0.885 ○

2013 0.846 0.975 ○ 0.990 ○

Ⅰ．研究の背景－３

順位 心中以外の虐待死 心中による虐待死

1 養育能力の低さ 育児不安

2 育児不安 精神疾患(医師の診断によるもの)

3 衝動性 うつ状態

4 怒りのコントロール不全 自殺未遂の既往

5 うつ状態 衝動性

表1．「心中による虐待死」と「心中以外の虐待死」別の養育者(実

母)の心理的・精神的問題等(厚生労働省 2015bより筆者作成)
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Ⅱ．本研究の目的

・加害者が母親とされる「心中による虐待死」
３事例(３類型)における児童相談所及び社会福祉
事務所の関与状況を明らかにすることによって、

・精神不調に陥った母親が子育て生活の危機に瀕し
た際の支援のあり方を、ファミリー・ソーシャル
ワークの視座から検討することを目的とする。

5

Ⅲ．研究方法－1
【調査期間】2014年4月～2014年10月

【データ収集方法】

インタビュー調査(教育関係者・司法関係者・行政関係者・その他の関係者を対象に半構造化インタビューを実施)、

資料収集(自治体報告書・新聞等報道記事・判例集・裁判記録閲覧等)、フィールドワークによってデータを収集した。

【分析対象】

2008年～2014年までに自治体で検証報告書がまとめられネット上で公開された「心中による虐待死(未遂も含む)事

例で母親が関与した9事例(A～I)のうち、家族の関係性の問題によって分類された3類型の典型例３事例とした。

【倫理的配慮】

インタビュー調査：聖隷クリストファー大学倫理委員会の認証を受けて実施した。(認証番号：13083)

裁判記録閲覧：刑事確定訴訟記録法の所定の手続きにより閲覧の許可を得た。

関係者のプライバシーの保護のため、事例の内容を変えない範囲で加工・修正を行った。

【分析枠組み】

6

①家族危機形成プロセスの質的分析 ③児童相談所及び福祉事務所の関与の実態の分析

②「家族の関係性」の質的分析

類型 定義

類型Ⅰ 葛藤巻き込み型 母親と対立する成員との関係の中に子どもを

巻き込み企図した形態

類型Ⅱ 後追い型 母親と死亡した成員との関係において後追

いし企図した形態

類型Ⅲ 見捨てられ不安型 母親と成員の希薄な関係において見捨てら

れ不安をもち企図した形態
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Ⅲ類型(３事例)の当時の家族の状況と周囲の認識

① 自己破産し接客業で働く母親の収入で生計を立てていた．母親は勤務先から提供された住居の家賃や利払い等で拘束され
ていた．過酷な仕事・体調不良・仕事内容を子どもに聞かれる等から，母親は心身共に追いつめられ｢心中｣を企図した．

② 【本世帯】
・父親(50代半ば)：6か月前離婚し同居，母親(30代後半)：接
客業，長男(5歳)：保育園，次男(2歳)：保育園，

【別居の親族】
・不明：交流のある親族なし

① 周囲のサポートが得られず，母親ひとりで懸命に子育てをしていた．支援機関に出向きSOSを出す力はあるが，担当者と手
続き等で関わる際に辞退するなど対人関係の不安定さがあった．子育て上の問題はないため，危機的な状況ではないと捉え
られた．

① 男児の出産を機に祖母と同居し長男を含む4人で生活を始めるが，祖母の男児に対する否定的な発言によって精神不安が高
まった．祖母と別居後も頻繁な来訪が続くなか、母親は「心中」を企図した．

② 【本世帯】
・母親(40代半ば)：生活保護，男児(3歳)：保育園，長男

(15歳)：高校1年
【別居の親族】
・男児の実父(50代前半)：交流なし(入院)，長男の実父(60代前半)：元夫，

母方祖母(60代半ば)：生活保護世帯，

③ 母親は，非常に真面目で，虐待の観点では問題のない人と捉えられていた．精神の不安定さや母方祖母との確執は認められ
たが，子どもを傷つけるという問題は見受けられなかった．また，支援機関が対応した際には，責任をもって子どもを育て
たい旨の意思表示もあり，危機的な状態ではないと捉えられていた．

① 父母の結婚生活の実態はなく出産後に離婚・借金で祖父が失踪し，残された母親・祖母・男児は車上生活をした．住みこ
みの職場に3人で暮らすが職場が閉鎖され再び車上生活となった．住居を定めた後の雇用保険期限月に｢心中｣を企図した

② 【本世帯】
・母親(30代前半)：無職，男児(10歳)：小学校4年，母方祖母(60代前半)：
脳梗塞既往症，病死
【別居の親族】
・母方祖父(60代前半)：男児出産後失踪，
・父親(30代半ば)：出産直前に入籍し9か月で離婚，

③ 車上生活から保護され住居が定まった後に祖母は病死するが，児童相談所が一時保護を解除した後の母子の生活は落ち着い
た様子だった．母親は希死念慮を否定したので危険な状況ではないと捉えられ，就学に向けた支援を行った．

成員 母親

子ども

巻き込み

母親成員

子ども

追随

母親成員

子ども

見捨てられ不安類型Ⅰ

類型Ⅱ

類型Ⅲ

表４．Ⅰ型の家族状況

表５．Ⅱ型の家族状況

表６．Ⅲ型の家族状況

7

Ⅲ．研究方法－2

類型Ⅰの母の場合

図3．類型Ⅰ：関係機関の関与のあり方

Ⅳ．分析結果－1

児童相談所の関与では、母親は①来
所相談した女性相談機関で育児不安
と自身の精神不安について相談した
が、児童相談所を紹介された。②母
親が予約した面接をキャンセルした
ため、児童相談所は必要なときに電
話するよう母親に伝えケースは終結
した。

福祉事務所の関与では、母親が経済
的問題で家庭児童相談室へ③来所相
談した際に、育児疲れが目立ったた
め、児童相談所とともに一時保護を
すすめた。しかし手続きの行き違い
で④一時保護利用を辞退したため具
体的な支援にはつながらず、経済的
な問題は改善されず、⑤離婚し児童
扶養手当の手続きを行い、⑥ショー
トステイ利用申し込みでは家庭児童
相談室が手続きを行った。

【前危機段階】
・母親は自身に女性特有
の悩みによる精神不安
があった。

・家族には経済的困窮の
問題があった。

【後危機段階】
・母親は当座の必要な社会資源
を利用するが、以前のように
相談することはなくなった。

【危機発生段階】
・母親からの関与があっても、
事務的手続きのみの対応と
なっていった。
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類型Ⅱの母の場合

図4．類型Ⅱ：関係機関の関与のあり方

Ⅳ．分析結果－2

児童相談所の関与では、①来所相談、
➁電話相談、③電話相談によって、
母親から祖母との葛藤による精神不
安の相談をうけた。児童相談所は助
言で終了し、男児への安全確認に留
まった。児童相談所への相談したこ
とで、男児との分離を心配した母親
は、④家庭訪問キャンセルとなり、
児童相談所から離れていった。

福祉事務所の関与では、生活保護担
当部署が精神科クリニックの主治医
に母親の病状調査を行った。⑤男児
のケガでの救急外来、⑥過量服薬で
救急搬送・入院で、生活保護担当部
署は母親に電話をいれた。母親から
「大丈夫です」と返事をきき、家庭
訪問で母子宅の部屋が片付き母親に
不安定な様子のないことを確認した。

【前危機段階】
・母親は祖母との関係に
苦しみ精神不安があった。

【危機発生段階】
・母親からの電話相談を受
けた際は、男児の安全確
認に留まった。

【後危機段階】
・母親は児童相談所との関わり
を避け、「大丈夫です」の
メッセージを送った。

類型Ⅲの母の場合

図5．類型Ⅲ：関係機関の関与のあり方

Ⅳ．分析結果－3

児童相談所の関与では、母親と一緒
に車上生活(1回目)をする男児を乳児
院に預け、母親は自立に向けた支援
をうけ、住み込みの仕事をみつけた。
しかし、職場が閉鎖され、母子は車
上生活(2回目)となり、警察に保護さ
れ、男児は児童相談所に一時保護と
なった。母親の仕事は見つからない
が、住居が確保されたので、一時保
護は解除された。②家庭訪問がキャ
ンセルされたため通所に変更した。
同居する祖母が他界した後に、③家
庭訪問は受け入れられた。

福祉事務所の関与では、車上生活(1
回目)の母親が福祉事務所へ①来所
相談した。母親は婦人保護所へ、男
児は乳児院に入所し、母親は自立に
向けた支援を受けた。

【前危機段階】
・母親は生活困窮と希死念
慮があった。

【危機発生段階】
・車上生活の男児を保護し、
母親が住居を定め就業し
自立的な生活をするよう
支援した。

【後危機段階】
・母親は児童相談所の家庭訪問を
受け入れ、「大丈夫です」の
メッセージを送った。
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Ⅳ．分析結果－４

まとめ

【前危機段階】 【危機発生段階】 【後危機段階】

児童相談所

母親が来所等で自ら自身の
精神不安や生活困難につい
て相談しても、母親の主訴
は児童相談所の相談援助活
動の体系に組み込まれ、母
親のニーズへの対応がない
まま危機発生に至っていた。

児童相談所の関与が、母親に子
どもと分離する不安を頂け、子
どもと一緒に安定した生活を送
りたいと望む母親のニーズとは
逆の方向に作用し、危機が進む
につれ、母親が心を閉ざしてい
く傾向が示された。

母親の困難状況に適切な
社会資源を届けることが
できず、母子が社会関係
から切り離されていた。

福祉事務所

３事例全てが、経済的な問
題で関わりがあった。生活
保護世帯でない母親(2事例)
は経済的な困窮と子育ての
困難を抱えていたが、子ど
もの保護と就業が促される
に留まり、母親の生活困難
の改善には至らなかった。

関与が殆どないか、あっても事務手続きの関与だけとなり、
危機が進行するに従って、母親が福祉事務所に相談すること
はなくなり、事務手続きのみの関与になる傾向が示された。

表7．３事例(３類型)の分析結果のまとめ

Ⅴ．考察－1

12

児童相談所 福祉事務所

児童虐待対応の専門機関
子育て家庭の

生活問題全般に関わる
一義的機関

服薬による
精神不安の対処

母親に課せられる
適切な養育の要請と自立支援のダブルバインド

女性相談機関等
他の関係機関

・適切な養育の要請 ・自立支援

図６．母親に課せられるダブルバインド
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①生活支援
医療を全面にださず母親の精神保健上の問題をカバーする

②経済的支援
住環境を含めて子育て家庭のナショナルミニマムを保障する

③家族療法的支援
母親の実家に代わり祖父母役を担う家庭的環境を整備する

13

Ⅴ．考察－２

母親の地域生活を支えるファミリー・ソーシャルワーク

14

Ⅴ．考察－3

母親の地域生活を支える専門職の必要性
－ファミリーソーシャルワークの担い手の養成－

・「社会福祉士」に準じる基礎知識と援助技術
・「精神保健福祉士」に準じる基礎知識と援助技術
・「保育士」に準じる基礎知識と援助技術

①②に必要なジェネリック・ソーシャルワーク

③に必要なスペシフィック・ソーシャルワーク

多世代理論
個人の自己分化と成員間で形成された三角関係を捉える

家族システムの発達論
家族の発達段階と、一次変化・二次変化による新システム
形成の可能性を捉える

構造理論

成員間の関係から家族構造の機能性を理解する

・「家族療法」の理論と援助技術

アセスメント

ナラティヴ理論
問題の外在化
オルタナタィブな語り

援助技術

13
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結論
• 「心中による虐待死」３事例(３類型)を検討した結果、母親は「適切な養育
の要請」と「自立支援」のダブルバインドをうける状況にあったことが示唆
された。

• 子育ての社会化に向け、母親の地域生活を支えるファミリー・ソーシャル
ワーク(①生活支援、②経済的支援、③家族療法的支援)が求められる。

• ファミリー・ソーシャルワークの専門職の養成には、①②のジェネリック・
ソーシャルワーク(社会福祉士・精神保健福祉士・保育士に準じる知識と援
助技術)と、③のスペシフィック・ソーシャルワーク(多世代理論、家族シス
テムの発達論、構造理論、ナラティヴ理論)が必要と考える。

限界と課題
• 本研究の限界として、9事例中の3事例の検討に留まっているため、見出され
た知見の汎用化に向けより量的・質的に重厚なデータの収集が必要である。

• 今後は、母子の地域生活の維持と子育ての社会化に向け、母親の実家に代わ
る地域資源の創出を検討したい。
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